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【市町村国民健康保険】
北海道上川町（かみかわちょう）における取組事例（保健指導・受診勧奨）①

〇 住民の健康を考え、事業主から40歳未満の方のデータも含めて情報提供をしてもらい、経年データに基づき、保

健師・管理栄養士による個別の保健指導を平成16年頃から徐々に実施。

〇 事業主には、提供いただいたデータを含め、重症度と重症化リスクの保有状況がわかるように色分けしたデータ

一覧を提供し、事業所内における健康づくりに活用いただいている。また、健診結果によっては、事業主に対して、

医療機関受診等の配慮を依頼。

• 事業主から40歳未満の方のデータも含めて情報提供

いただき、経年表を作成し、個別に保健指導。

• 原則従業員全員対象だが、ハイリスク者のみに絞る

など事業所担当者と相談し対応。閑散期や業務終了

時間等を考慮するなど各事業所の都合のよい時期・

時間帯に訪問し、毎年実施。

• 健診結果を事前に読み取り、対象者が自分の身体で

起きていることをイメージできるような教材準備。

必要に応じて継続支援や詳細健診（糖負荷検査等）を勧

奨。

取組①：保健師・管理栄養士による保健指導

• 事業主健診のデータ提供があった方について、各学

会ガイドラインに基づく重症度と重症化リスクの保

有状況がわかるよう色分けした一覧名簿を事業主へ

提供。

• 個別の保健指導の際に事業所担当者へ渡し説明。

• 医療機関受診が必要と思われる対象者については、

①事業主に対し、受診可能な状況かを確認し、受診

に関する配慮を依頼。

②本人に対し、必要性を説明し、受診時に持参する

精査依頼書（事前に用意）を手渡す。

取組②：わかりやすいデータ提供・受診勧奨

• 町の国保加入率が低く前期高齢者が中心であり、退職後の国保加入時にはすでに重症化した事例がみられたこと

を背景として、若年からの生活習慣病の発症・重症化予防を目的に、事業主健診結果を活用した保健指導を実施。

• 健診結果に基づく健康管理の習慣化を支援することで、健康寿命の延伸と社会保障の安定につながることを期待。

取組の背景・目的
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北海道上川町（かみかわちょう）における取組事例（保健指導・受診勧奨）②

• 北海道のほぼ中心部に広がる大雪山国立公園の北方部に位置し、豊かな自然に包まれた町。

• 被保険者数： 746人。うち、20-39歳は73人。（令和３年度国民健康保険実態調査（速報））

• すべてのライフサイクルにおいて生活習慣病予防の視点を取り入れた保健活動を実施。

保険者概要

取組の結果等

＜今後の課題等＞

• 生活習慣病予防に有用な検査項目を上乗せ実施する事業主に対し、経費の2/3を町で助成する仕組み（平成28年度

～）を設けるなど、若者も含めて元気で働き続けられるような取組を今後も実施していく。

• 保健指導の質向上とマンパワーの確保が課題。

＜取組結果＞

• 保健指導対象者（40歳未満）の健診結果は、改善した者が悪化した者

を上回る。全年齢では、改善した者が悪化した者を上回る傾向があ

るが、悪化した者も一定数存在。継続的なフォローアップが必要。

• 保健師・管理栄養士による保健指導やわかりやすいデータ提供・受

診勧奨の取組を継続したことにより、事業主や個人の健診・保健指

導に対する考え方の変化を実感。

・事業主：「義務で行う健診」 →「健康管理に活用するデータと毎年の保健指

導がセットで提供される機会」

・個人 ：「受けるだけ・保健指導に拒否的」 →「年１回は健診後に保健師・

管理栄養士と話すもの」 更に、これを機に治療を開始する方や、

おくすり手帳や糖尿病連携手帳を事前に用意し相談する方も。

保健指導対象者の健診結果の状況（全年齢）

改善 悪化 改善 悪化 改善 悪化

Ｈ29→Ｈ30 36.7% 11.2% 35.0% 13.8% 24.0% 16.0%

Ｈ30→Ｒ1 34.8% 12.2% 38.7% 9.7% 17.2% 17.2%

Ｒ1→Ｒ2 36.2% 11.5% 28.1% 14.6% 21.2% 9.1%

Ｒ2→Ｒ3 29.3% 11.2% 29.2% 19.1% 19.2% 19.2%

保健指導対象者の健診結果の状況（40歳未満）

改善 悪化 改善 悪化

Ｈ29→Ｈ30 46.2% 0.0% 26.3% 15.8%

Ｈ30→Ｒ1 50.0% 16.7% 42.1% 21.1%

Ｒ1→Ｒ2 13.3% 6.7% 40.0% 13.3%

Ｒ2→Ｒ3 20.0% 13.3% 45.0% 15.5%

高血糖

（HbA1c6.5以上）

高血圧

（140/90以上）

脂質異常

（LDL140以上）

※　高血糖は対象者

が少ないため省略

高血圧

（140/90以上）

脂質異常

（LDL140以上）
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北海道上川町（かみかわちょう）における取組事例（保健指導・受診勧奨）③

背景の理解促進（事業主・健康管理担当者向け） 保健師・管理栄養士活用（事業主向け）
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北海道上川町（かみかわちょう）における取組事例（保健指導・受診勧奨）④

個人向け経年表（例）

保健指導教材（例）
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【市町村国民健康保険】
北海道枝幸町（えさしちょう）における取組事例（早期介入・結果返送）①

〇 若い世代のうちから自分の健康に関心を持っていただき、自らの知識で判断や行動ができるように、企業とも

協力しながら、肥満・生活習慣病対策を実施する。具体的には、若年者にも特定保健指導と同様の保健指導を実施。

〇 また、事業主健診データ提供があった方には、経年で結果の読み取りができるような結果返送を行っている。

• 町内にあるホタテ企業体や農協とも協力体制がで

きており、事業主から40歳未満の方のデータも含

めて情報提供いただいている。頂いたデータを分

析し、事業所担当者へ健康課題についてフィード

バックしている。

• 事業所の状況に合わせた対応を実施。農協に関し

ては特定保健指導基準に合わせ若年者へも同様の

保健指導を展開。ホタテ企業体に関しては、健康

への関心が低いので、健診日に短時間面談を全員

にできる体制を構築。

取組①：若年段階からの保健指導介入体制

（企業へのアプローチ）

• 農協に関しては、特定保健指導として結果説明会

にて個別面談を実施。

• 対象者が若者であることを踏まえ、継続的な関わ

りを持てるよう、いつでも相談にのれるように

LINEのQRコード登録を勧めている。

• ホタテ企業体に関しては、健康に関心を持っても

らえるようなテーマで健診日に面談し、町からも

本人の理解が進むような健診結果の返送をしてい

る（企業から個人への結果返送とは別に、町からも本人に対し

てアプローチ）。

取組②：若年者における効果的な結果返送等

（本人へのアプローチ）

• 町民の方に可能な限り早期の段階から生活習慣の状況を改善いただき、糖尿病・高血圧症・脂質異常症・慢性腎

不全による人工透析などの生活習慣病の罹患リスクの軽減を図ることが必要。

• 特定健診対象者のスタートである40歳では既に「予防の段階」ではない人も多いため、若年期からの生活習慣

病予防の取組を実施し、新たに特定保健指導対象者の減少に向けた取組を展開する。

取組の背景・目的
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北海道枝幸町（えさしちょう）における取組事例（早期介入・結果返送）②

• 広大な面積を有し、オホーツク海に面した枝幸地区と四方を山に囲まれた歌登地区からなる町。

• 被保険者数：2,494人。うち、20-39歳は409人。（令和３年度国民健康保険実態調査（速報））

• 第1次産業とくに漁業の方の健診受診率が低く、未受診者からの健康障害者の発生も見受けられるため、保健と

国保で協力し漁業地区の未受診者宅への訪問にて健診受診勧奨と健康状態把握を実施している。

保険者概要

＜取組結果＞

• 町内のホタテ企業体や農協からは、毎年、40歳未満の者も含めて事業主健診情報を提供いただいている。

• 農協では、特定保健指導基準と同等の40歳未満の者に対して、令和３年度は3名に保健指導を実施。積極的支援

者を継続支援したことにより、自分で体重、血圧計測・記録するように行動変容あり。

• ホタテ企業体では、事業所との健康課題の共有を図ることで健診項目の充実（尿酸、クレアチニン、HbA1cを追加）が

実現し、それに合わせ若年者に尿酸についての保健指導など実施し、尿酸基準値以上の者の割合が令和3年度

26.4％で令和元年度の36.1％より減少した。

• 各事業所で保健指導する体制を構築したため、若年者も保健指導を受けることへの抵抗が少なくなってきている

（健診日や健診後に保健師の面談があるのが当たり前になってきている）。

＜今後の課題等＞

• 40歳（特定健診対象年齢）になった時に年1回の健診受診が当たり前の習慣に定着していくように、事業所だけでは

ない若年者の健診体制の整備が必要。

• 事業所ごとの労働環境に合わせて、若年者でも気軽に健康に関心が持てるような、また簡単に生活改善に取り組

めるような情報提供を検討（健康関連のアプリなどの活用など）。

取組の結果等
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北海道枝幸町（えさしちょう）における取組事例（早期介入・結果返送）③

個人への結果返送（例）

企業へのフィードバック（例）
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【市町村国民健康保険】
北海道大樹町（たいきちょう）における取組事例（データ分析・共有、保健指導等）①

〇 町の健康課題を明確にするため、事業主健診情報を含め、若年層の健診結果を含めたデータを分析を行うとと

もに、事業主にも分析結果をフィードバック。事業主から提供された40歳未満の方のデータも含めた健診結果

に基づき、重症化リスクの高い人には保健指導の対象とし、早期の段階からの面接等を実施している。

• KDB等の分析により、全国、道平均、同規模町村と比較すると2号認定者の割合が高く、主な原因疾患は脳血管疾

患である。保険者別で比較すると約７割が協会けんぽ等の国保以外の認定者である。40～50歳代から要介護状態

になると、医療費だけでなく介護給付費の増大につながるとともに社会的経済的損失が大きい。

• 2号認定者の基礎疾患として、高血圧が7割、そのうち糖尿病や脂質異常症を合わせ持っている人が6割いること

や特定健診初回受診で重症糖尿病と診断されるなど40歳で既に生活習慣病を発症しているケースがあることから、

40歳未満の健診・保健指導による生活習慣病の発症予防及び重症化予防対策が重要である。

取組の背景・目的

• 事業主に町の健康課題や事業の必要性の説明とデー

タ提出の同意書配布を依頼。

• 提供された40歳未満の方の事業主健診結果も含め、

事業所ごとや農業・漁業・商工関係の団体ごとの

データ分析を実施。保健指導実践ツールを用いて各

事業所における重症者予防対象者を抽出し、事業主

にその結果を情報提供。

• 事業主に健診の目的とともに、各団体の特徴や国保

との比較を踏まえた説明を実施。

取組①：データ分析・企業へのフィードバック

• 事業主健診のデータの提供があった方に対して、事

業主を通じて健診結果経年表と健診結果説明会の案

内を配布。

• 希望者について事業所又は保健センターでの説明会

を開催。勤務に支障がないよう夜間も含めて日程調

整を行い、健診結果の見方や代謝に関するメカニズ

ム、生活習慣に関することを分かりやすく説明する

とともに、要受診者への受診勧奨など判定に沿った

保健指導等を実施。

取組②：保健指導等
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北海道大樹町（たいきちょう）における取組事例（データ分析・共有、保健指導等）②

• 北海道の東部に位置し、農業を中心に漁業、林業を基幹産業として発展。

• 被保険者数： 1,383人。うち、20-39歳は201人。（令和３年度国民健康保険実態調査（速報））

• 若年から後期高齢者まで健診には追加項目も全員実施。集団健診では保険を問わず若年健診を実施し、全員個別

面接を実施。特定保健指導機関として被用者保険の被扶養者等の保健指導の実施も可能な体制を整備。また、小

学４年生～高校生対象の大樹っ子（たいきっず）健診も実施しており、切れ目のない健診体制を構築。

＜取組結果＞

• 40歳未満の健診は以前から実施しており、平成29年より事業主へのデータ提出依頼を開始。健診結果を直接聞く

機会を設けることで、若い世代での高血圧や糖尿病疑等の要受診判定を放置している者や治療コントロール不良

者、治療中断者等を把握できるようになった。

• 若い世代の健診結果の分析では男性の有所見割合が高く、BMI25以上が約４割、腹囲・中性脂肪・肝機能・尿酸

の割合も高く、メタボリックシンドロームに移行しやすい特徴がある。その背景には不規則な勤務体制、ジャン

クフード等の食生活など様々な要因がある。この生活習慣を踏まえた健診結果説明会での個別面接を通じ、健診

結果の読み取り方を理解できたり、生活習慣の改善方法の自己決定ができる者が多くなっている。

＜今後の課題等＞

• 「健診は個人の問題」と捉える事業主が少なくなく、健診情報提出に向けた事業主の理解が必要。また、より詳

細な分析や効果的な保健指導のためには血糖検査のHbA1c、心電図、腎機能、貧血検査の全員実施が望ましい。

• 健診を受診しても保健指導の機会がなければ放置されるため、何も対策しなければ重症化の若年化が加速するお

それ。保健指導実施者（保健師・栄養士）には将来予測を踏まえ多様なライフスタイルを考慮した対応が求められて

おり、蓄積した健診結果の分析や最新の知識・技術を習得しながら、保健指導力の向上に努めることが最も重要。

取組の結果等

保険者概要
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北海道大樹町（たいきちょう）における取組事例（データ分析・共有、保健指導等）③

保健指導用資料（例）（生活リズムと体のリズム）

事業主ごとの分析（例）

各団体ごとのデータ分析（例）
（農業・漁業・商工関係・40歳以上）
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【市町村国民健康保険】
新潟県上越市における取組事例（健康講座・保健指導等）①

〇 企業等から市に対して健康講座・保健指導の依頼があった場合に、提供いただいた40歳未満を含む職場健診

データから保健指導用の結果表を作成し、健康講座・保健指導を実施。対象者が自分自身の健診結果を確認・理

解することで、結果に合わせた生活習慣の改善を実践できるよう取り組んでいる。

• 企業からの依頼に基づいて、事業主から個人が特

定されない範囲で情報提供いただいた健診結果を

保健指導媒体（健診データ分析ソフト）に取り込み、

結果表を作成。

• 作成した資料を本人と共有し、健診項目の意味を

確認するとともに、健診結果の経年的な変化と生

活習慣の関わりなどを説明。本人が自身の生活リ

ズムや食事等も含めて生活を振り返ることが出来

るような講座を実施。

取組①：健康講座

• 協会けんぽと協定を締結し、「協会けんぽ人工透

析予防サポート事業」実施。

• 健診結果でHbA1c6.5以上、空腹時血糖120以上の

対象者で本人同意が得られた方に対して、市の保

健師・栄養士が保健指導を実施。

• 保健指導時は、協会けんぽより情報提供された健

診結果を保健指導媒体に取り込み、作成した結果

表を使用することにより、効果的な指導を実施。

取組②：保健指導等

• 上越市では、市民誰もが安心して自分らしく暮らすための生活習慣病予防活動を推進しており、“すこやかなま

ち”に向けて、生涯を通じ一貫した予防活動を支援・強化している。

• 市においては、男性のメタボ該当者が増加しており、退職時に有所見項目を複数保有している場合も多く、40

歳未満の若い世代からの介入が重要と考えている。そのため、18-39歳の市民に対し、国保と同様の集団健診や

保健指導を実施し、早期からの健診受診や生活習慣病予防に取り組んでいる。

取組の背景・目的
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新潟県上越市における取組事例（健康講座・保健指導等）②

• 新潟県の南西部に日本海に面して位置し、多様な自然を有する海・山・大地に恵まれた自然豊かな市。

• 被保険者数： 34,860人。うち、20-39歳は3,054人。(令和3年度国民健康保険実態調査(速報))

• 国保加入率は17.7％で国の20.6％より低く、65歳以上の割合は59.2％と高い。若い世代の多くが他保険に加入

している。

保険者概要

＜取組結果＞

【健康講座】令和１～3年度実績：67回、2,197人

• 40歳未満の者を含めて講座を実施し、参加者や企業担当者から「健診結果の見方や意味がわかった」「原因と

なっている食習慣を改善したい」等の声があり、健診結果が示す意味を理解し、食生活等を具体的に見直すきっ

かけになっている。市でも、把握した働き盛り世代の生活実態から講座内容を工夫している。

【保健指導等】人工透析予防サポート事業 令和１～3年度実績：30人

• 40歳未満の者を含めて保健指導を実施し、必要な医療機関受診や生活改善の実践につながっている。医療機関受

診結果が書面で市に届くため、検査結果や指示を確認しながら保健指導を実施することができている。

【50歳代女性の例】：体重65㎏、HbA1c7.2％、内服開始・ご飯量減と野菜増を実践 → （1年後）体重54㎏、HbA1c5.5％

＜今後の課題等＞

• 国保の医療費分析から、上越市の健康課題に要介護状態につながる脳血管疾患の発症、その背景となるメタボ

リックシンドロームや高血圧等の増加がある。健診結果の異常値が現れてから10年ほどで重症化していることか

らも、早期からの健診受診と健診結果の理解に向け、企業や学校等と連携した若年層や働き盛りの健康づくりを

推進する。

取組の結果等
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新潟県上越市における取組事例（健康講座・保健指導等）③

• R３年度の80万円以上の高額医療費の分析から、30歳代から40歳代で脳血管疾患、心疾患等の予防可能な疾患

になった人の状況を見ると、男性が７割と多く、国保加入後５年未満で発症した人が５割以上であった。

• また、健診受診やかかりつけ医がない人もあり、自身の体の実態を知らないまま重症化している現状がある。

国保の医療費分析結果

H29 H30 R1 R2 R3

か
か
り
つ

け
医

高
血
圧
症

糖
尿
病

脂
質
異
常
症

入
院

区
分

疾患名

 

介
護
度

介護
給付費
（万円）

1 男 30 R3 社保 社保 社保 社保 × あり ○ ○ 緊急 腎 腎不全 150

2 男 30 H26 × × × × × なし 緊急 脳 脳出血 365 介4 141

3 男 30 H26 × × × × × なし 緊急 心 心臓弁疾患 612

4 男 40 H31 社保 社保 × × × あり ○ ○ 心 虚血性心疾患 96

5 男 40 R2 社保 社保 社保 × × なし 緊急 心 虚血性心疾患 175

6 男 40 R2 社保 社保 社保 × × なし 緊急 脳 脳梗塞 123 介5 11

7 男 40 R1 社保 社保 社保 ● ● あり ○ 心 心房細動（不整脈） 272

8 男 40 H21 × × × ● ● あり ○ 緊急 脳 脳出血 134

9 女 30 R3 社保 社保 社保 社保 × あり ○ ○ 緊急 脳 脳出血 691

10 女 40 H30 × × × × × あり ○ ○ 緊急 腎 腎不全 302

11 女 40 H19 × × × × × なし 緊急 脳 脳梗塞 305

医療費
（万円）

介護保険
健診受診状況 ※1 医療機関受診

No
性
別

年
代

国
保
加
入
年

発症前の状況
発症時の状況

※2

※１健診受診状況（●：あり、×：なし、社保：不明） ※２介護度（介：要介護、支：要支援）
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新潟県上越市における取組事例（健康講座・保健指導等）④

健診結果表（例） 健康教育資料（例）

14



新潟県上越市における取組事例（健康講座・保健指導等）⑤

企業における出前健康講座資料（例）

15



【市町村国民健康保険】
島根県江津市（ごうつし）における取組事例（普及啓発・事業の効果検証）①

〇 40歳未満の方も含めて地域の企業から従業員の健診データの提供を受け、企業の衛生管理者や福利厚生担当

等を集めた職域保健部会において、データを踏まえた若い時期からの健康づくりに関する普及啓発などを実施。

〇 職場での健康づくりを推進する「働き盛りのヘルスアップキャンペーン」事業の効果検証にも活用。

• 事業所や関係機関と連携した健康づくりの取組を実施するため、

産業医、事業所、商工会議所の協力を得て「職域保健部会」を

設置し（平成15年）、地域関係者の連携を強化。この企業の衛生

管理者や福利厚生担当等を集めた場を活用し、市の健康実態や

自身の健康状況を知ってもらう取組として、以下を実施。

① 出前講座（事業所健診データ結果の見方や生活改善方法を説明）

② 事業所健診会場でのフードモデル等の展示や健康相談

③ 健康情報の提供（A4表裏使用のポップ作成）

➃ 健康講演会の実施（運動：ウォーキング、ラジオ体操、栄養：適正

カロリー（タニタとコラボ）、禁煙：地元Dr.によるもの）

⑤ ヘルスチェック：健康グッズを使用して健康意識を高めても

らう取組（骨密度、血管年齢、肺年齢、体力測定、体組成測定等）

取組①：職域保健部会における普及啓発

• 健康に向けたアクションを促す「働き盛

りのヘルスアップキャンペーン」を実施

（※）。

※ 体重、血圧など測定コースと食事や運動な

ど生活改善コースから１つずつ、２コース

選択し、２か月間チャレンジ。対象は市内

の参加希望事業所の従業員

• 平成26年度から事業開始し５年以上経

過しており、今後は各事業所で主体的に

実施してもらうことや、まだ実施してい

ない事業所へも波及する目的で健診結果

を使用して事業の効果検証を実施。

取組②：事業の効果検証

• 市の壮年期（40～64歳）の健康実態から循環器疾患が課題となっていた。また市内はほとんどが50人以下の事業

所であり、健診は実施していても、その後のフォローをする余裕はない状態となっており、疾病の早期発見や生

活改善に結び付いていなかった。壮年期から生活習慣病の発症や重症化を予防するため、まずは自身の健康状態

を理解してどのように改善したらいいのか考えるきっかけを作るため職域保健部会活動を始めた。

取組の背景・目的
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島根県江津市（ごうつし）における取組事例（普及啓発・事業の効果検証）②

• 島根県の中で、江津市は西部（石見地方）に位置。人口22,312人、高齢化率39.9％、出生数113人（R4.4.1）。

• 被保険者数： 4,481人。うち、20-39歳は293人。（令和３年度国民健康保険実態調査（速報））

• 保険者として、特定健診をはじめ生活習慣病対策、特に個別指導を中心に循環器疾患予防に取り組んでいる。高

齢者が多く、介護認定率（21％）も高いことから、地域の通いの場での介護予防事業にも力を入れている。

保険者概要

＜取組結果＞

（職域保健部会における普及啓発）

• 健康に関する情報が増えたことから、自分自身の健康状態を理解して生活改善行動をする人が増え、健診結果の

改善が見られた。また、職域保健部会が事業所同士の交流の場となり、部会活動に参加する事業所も増えてお

り、事業所における従業員の健康づくり活動が広がっている。

（事業の効果検証）

• 平成26年度から令和3年度まで継続してキャンペーンに参加している事業所２か所を検証。A事業所はヘルス

アップキャンペーン開始後から割合が下がってきており、B事業所は低く継続推移している。

• キャンペーンの参加が結果改善の一助になったこと、今後も継続して職域の事業に参加することが健康管理につ

ながっていくこと等が確認された。今後も事業を進めていく必要があると考えられる。

＜今後の課題等＞

• 事業所ごとの健康課題に目を向けて、事業所独自で上手に健診結果を活用できるように支援、啓発を続ける。

• 事業所間の交流により、刺激しあってそれぞれの事業所での健康経営拡大にむけて活動ができるようにする。

• 協会けんぽ、産業保健センター等の機関の事業情報提供や活用により、更に健康経営活動を深めていく。

取組の結果等
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島根県江津市（ごうつし）における取組事例（普及啓発・事業の効果検証）③

職域保健部会 「働き盛りのヘルスアップキャンペーン」事業

18



島根県江津市（ごうつし）における取組事例（普及啓発・事業の効果検証）④

• A事業所はヘルスアップキャンペーン開始後から年々有所見者割合が下がっており、特に肝機能や脂質で顕著であ

る。B事業所は元々有所見者割合が低めに推移しているが、肝機能や糖代謝はやや高めになっている。

• キャンペーン参加が結果改善の一助になったこと、職域事業への継続参加が健康管理につながったこと等を確認。

「働き盛りのヘルスアップキャンペーン」事業の効果分析
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【市町村国民健康保険】
鹿児島県南九州市における取組事例（健康状態把握・保健指導）①

〇 事業主から40歳未満の方のデータも含めて提供を受け、市の健康管理システムに事業主健診結果を取込み、市内

企業の30歳代の健康状態の把握を実施。また、現在特定健診・特定保健指導の実施の場合と同様に、今後、情報提

供していただいた方が特定健診・特定保健指導対象者に移行した場合には、30歳代の時からの経年データとして活

用し、効果的に保健事業を実施できるようにする予定。

• 市は健診前に事業主に情報提供への協力を依頼。健診当

日に受診者から同意書を受領し健診機関に提出後、30歳

代健診データを取得し、市の健康管理システムに入力。

• 健診当日に会場に職員が出向き、受診者に直接の情報提

供協力依頼と継続受診勧奨の声掛けを実施。

• 市が特定健診開始以前から使用していた健康管理システ

ムが30歳代の健診結果も入力できる仕様となっていたた

め、費用をかけることなく結果の反映が可能。

• 健康管理システムから「健診経年結果一覧表」

を出力すると、30歳代からの健診結果が反映さ

れるようになっている。

• 今後、40歳以降に特定保健指導対象者となった

場合に、「健診経年結果一覧表」を活用し、 30

歳代からの経過を提示しながらの効果的な保健

指導につなげる予定。

取組②：効果的な保健指導（今後実施予定）

• 特定健診受診者の実態として、40歳代受診率が低く、男性の６割に脂質異常・５割に計測異常（腹囲・BMI）、女性

の４割に脂質異常が存在。早期受診の動機付けのため、平成30年度から特定健診と同内容の30歳代健診を開始。

• 事業所健診にかかる情報提供事業は平成24年度から開始。庁舎間連携の結果、令和元年度、市の30歳代健診と同

機関に職場健診を委託する団体と、当該団体の若年者健診結果を受け入れられるシステムがあることが判明。これ

が事業所健診の把握や若年者を含めた健診結果取得へとつながった。

取組①：30歳代からの健康状態の把握

取組の背景・目的
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鹿児島県南九州市における取組事例（健康状態把握・保健指導）②

• 薩摩半島の南部に位置し、茶、さつまいもなどの農業が基幹産業。

• 被保険者数： 9,295人。うち、20-39歳は902人。（令和３年度末）

保険者概要

＜取組結果＞

• 市の30歳代健診結果を集約した結果、以下のような健康状態を把握することができた。

✔ メタボリックシンドローム判定基準該当率が男性の19.4％・女性の3.2％、予備群該当率が男性の16.1％・女性の1.6％に上る

ことが判明（令和3年度）

✔ 保健指導レベルの該当率についても、脂質異常（LDL-cho）が31.2％、糖代謝（HbA1c）が25.6％、血圧が19.2％となり、健

診を開始した平成30年度から年度による変動はありつつも改善されていない。

• これらの結果を活用し、通常の保健事業、特定健診、30歳代健診の受診勧奨・保健指導を実施。また、令和4年

度から健康増進事業（一般財源）にて国保以外の被保険者で健診機会がない市民を対象とした30歳代健診を開始。

＜今後の課題等＞

• 今後、個人への支援として特定保健指導で若年期の結果を活用すると同時に、市の健康増進計画に基づき市役所

内外の関係機関にも実態を示し、若年者が集まる機会に出向き受診勧奨と健康情報の提供を継続実施予定。

• 現在は本事業での30歳代の情報提供件数が少ない（年間数件レベル）ため、手入力での対応が可能であるが、今後

対象者が増加した場合は検討が必要。

取組の結果等

参考 特定健診受診率 保健指導終了率

H28年度 56.0％ 47.7％

H29年度 53.1％ 55.2％

H30年度 52.6％ 52.8％

R元年度 52.1％ 54.2％

R２年度 37.9％ 55.1％

• 脳卒中のSMRが男性1.４・女性1.６（H28～R2）と高く医療費に占める割合も

高いため、保健推進員の声掛け等による特定健診受診勧奨、未治療者・治療

中断者・コントロール不良者（血圧・血糖・腎）への訪問指導等を実施。 21



鹿児島県南九州市における取組事例（健康状態把握・保健指導）③

健診経年結果一覧表（例）

～ 30歳代からの健診結果が反映 ～
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【国民健康保険組合】
千葉県薬剤師国民健康保険組合における取組事例（分かりやすい情報提供）①

〇 事業所から40歳未満の被保険者を含む、事業所健診の結果提供を依頼。受領したデータを基に、分かりやすい情報

提供事業として、健診数値のレーダーチャート、経年変化グラフ、リスク等に応じた改善のためのリーフレットを被

保険者の自宅に送付し、若年のうちから健診の定期的な受診と自身の健康状態の把握を意識づける取組を実施。

• 事業所健診のデータ提供に同意した事業所に対し「健診結果提供にかかる同意書」と「質問票」（特定健診と同じ設

問のもの）を送付。事業主から40歳未満の被保険者のデータもあわせて情報提供いただき、健診結果から健康状

態の可視化を実施。

• 「分かりやすい情報提供事業」の対象者は、提供を受けた事業所健診のほか、人間ドックや特定健診など、健診

を受診した組合に加入するすべての被保険者。

• 「電子版健康サポート応援団」（株式会社サンライフ企画製ソフトウェア）を活用し、個人ごとに、健診結果からレー

ダーチャート等の資料を作成（月に一度データ化を実施）。からだの状態を分かりやすく解説したこの資料と共に、

個々人のリスクに応じた改善に向けたリーフレットを被保険者の自宅へ送付し、行動変容を促進している。

• 健診数値が基準値を超えている場合は「からだメッセージ」で再検査や医療機関の受診勧奨を実施。受診勧奨後、

対象者が医療機関において受診したかをレセプトで確認。

取組：分かりやすい情報提供

• 特定健診受診率向上のため、事業主に40歳以上の事業所健診データ提供を依頼していたところ、40歳未満被保

険者の健診データも併せて提供されることがあり、活用方法を模索していた。

• 健診結果を可視化することで自身の健康状態の把握を意識づけるとともに、若年のうちに生活習慣病のリスクが

増えつつある場合には、生活改善や医療機関の受診を促すことを目的に、分かりやすい情報提供事業を実施。

取組の背景・目的
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千葉県薬剤師国民健康保険組合における取組事例（分かりやすい情報提供）②

• 昭和33年に千葉県知事の認可を受けて設立され、75歳未満の方で千葉県内等に住所を有し、薬事・薬剤の業務

に従事する者とその家族、従業員を被保険者として構成。加入事業所は209事業所。（令和3年3月末時点）

• 被保険者数： 1,105人。うち、20-39歳は210人（19％）。組合員数： 693人。（令和３年度国民健康保険実態調査

（速報））

• 特定健診・特定保健指導のほか、人間ドック・脳ドック、がん検診の受診費用補助、予防接種費用補助、歯科健

診等の予防・健診事業と健康ポイント事業・分かりやすい情報提供・医療費通知・ジェネリック差額通知等の発

送など、健康啓発事業を積極的に実施している。

保険者概要

＜取組結果＞

• 40歳未満の被保険者に対する健康啓発事業は、過去はリーフレット送付のみであったが、提供された事業所健

診データを活用して可視化した資料の送付により、自身のからだの状態を把握し、関心を持つことに繋がった。

• 保険者としても、健診データからレーダーチャートや経年変化グラフを作成することにより、若年でも生活習慣

病のリスクが高い被保険者に対し、早期に医療機関への受診勧奨や受診の有無を確認することが可能となった。

＜今後の課題等＞

• 40歳未満被保険者の健診結果の活用は令和2年度から開始したため、事業主や被保険者自身への事業浸透が弱く

提供件数はそれほど多くはない。今後は、40歳未満の被保険者の事業所健診結果提供にも注力していく予定。

• また、特定健診の受診率向上と事業所健診実施への啓発を目的として、事業主宛に特定健診よりも事業所健診が

優先される旨を記載した事業所健診結果提供依頼リーフレットを送付し、啓発を行っている。

取組の結果等
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千葉県薬剤師国民健康保険組合における取組事例（分かりやすい情報提供）③

レーダーチャート・経年グラフ（例） 再検査や医療機関の受診勧奨（例）
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千葉県薬剤師国民健康保険組合における取組事例（分かりやすい情報提供）④

事業主への情報提供依頼
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【国民健康保険組合】
全国土木建築国民健康保険組合における取組事例（保健指導等・健康経営支援）①

〇 健康経営に取り組む事業所支援を保健事業の一つとして位置付け、事業所とのコラボヘルスを推進している。

〇 事業主から提供された紙の健診結果を組合で入力し、データ化した健康診断結果情報を希望する事業所に提供。

事業所は自社の健康管理や健康経営に活用、組合は保健指導等に活用している。

• 健診結果から対象者を選定し、組合の専門職（保健師・管理

栄養士）が、被保険者の健康状態に合わせた保健指導を実

施している。

• 健診結果から医療機関への受診が必要な者には、重症化予

防として受診勧奨通知（血圧、血糖、CKD、睡眠）を送付。

• 被保険者情報サイトにおいて、経年の健診結果の閲覧や健

診結果に基づく健康情報の提供を実施。

取組①：保健指導等（被保険者向け）

• 健診結果のデータ化や事業所別健康度分析資

料の提供により、事業主の健康づくりを支援。

• ヘルスアップチャレンジ（健康宣言事業）の必

須項目として健診実施100％を設定し、事業

所とのコラボヘルスを推進。健康経営を推進

するため、健康経営優良法人認定の申請支援

を実施。

取組②：健康経営支援（事業主向け）

• 特定健診実施率の向上のため事業主健診結果の提出を事業主に求め、提供された健診結果は40歳未満も含め全健

診項目をデータ化し保健事業に活用している。

• 組合・事業主がそれぞれ下記の課題があり、その解決に向けてコラボヘルスを推進。

取組の背景・目的

（組合の課題）

• 健診補助をした30歳以上被保険者の健診結果はある

が、若年者の結果が少なく健康状態が分からない。

• 特定健診結果から組合員の肥満が多く、若年からの

対策が必要。また、特定健診・特定保健指導実施率

の向上には事業所の協力が必要。

（事業主の課題）

• 紙の定期健康診断結果では健康管理に活用できない。健診結果のデー

タ化は手間と費用がかかる。健康経営度調査のためのデータが必要。

• 組合が提供する分析資料は40歳以上の特定健診受診者に限られてお

り、全社員の健康状態が分からない。

• 健診後の指導を実施する専門職がいない。
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全国土木建築国民健康保険組合における取組事例（保健指導等・健康経営支援）②

• 昭和18年に厚生大臣の認可を受けて設立。加入事業所数：1,736か所（R3.9末現在）

• 被保険者数： 402,101人。うち、40歳未満は196,203人。組合員数： 198,295人。

• 土木建築業に携わる事業主、従業員やその家族の病気やケガの治療費の支払いなどの「保険給付」と健康保持増

進をサポートする「保健事業」を実施。全国８か所の健康支援室に専門職（保健師及び管理栄養士）を配置して保

健指導のほか、事業所の健康づくり施策の助言や各種健診等の補助を行っている。

保険者概要

＜取組結果＞

• 事業所において定期健康診断を実施し、健康診断結果を組合に提供。組合では、30歳以上に補助をする生活習

慣病健診、人間ドックなどの健診結果とあわせ全項目データ化し、希望する事業所に提供。これにより、事業所

では健診後の事後指導など健康経営に活用し、組合では保健指導や健康情報の提供など保健事業に活用するコラ

ボヘルスの推進を図ることができた。

✔ ヘルスアップチャレンジ（健康宣言事業）：宣言事業所数 639事業所（R4.9末現在）

✔ 健康経営優良法人認定事業所：

大規模法人部門：19社（うち、ホワイト500：５社）

中小法人部門：171社（うち、ブライト500：14社）

✔ 特定健診実施率（R2年度）：71.7％（うち、組合員実施率：92.5％）

＜今後の課題等＞

• 保健指導件数の増が見込まれるため対応する専門職の確保が必要。

• 40歳未満の健診結果を組合に提供するよう事業所と共同利用の覚書締結を進める。

取組の結果等

【事業所】

健康経営

【組合】

保健事業

健診結果

健診結果データ

健診後の事後指導

（コラボヘルス）

【組合員】

健康づくり

・定期健診の受診

・健診結果の提出

・各種健診補助

・保健指導

・被保険者情報サイト
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全国土木建築国民健康保険組合における取組事例（保健指導等・健康経営支援）③

被保険者情報サイト事業所別健康度分析（例）

29



【国民健康保険組合】
東京食品販売国民健康保険組合における取組事例（スコアリングレポート・受診勧奨等）①

〇 企業から40歳未満の方のデータも含めて情報提供を依頼し、年齢にかかわらず、事業所ごとの健康状態を分析し

た「健康スコアリングレポート」を作成し、企業と保険者とが連携した健康づくりの取組を推進している。

• 事業主から40歳未満の方のデータも含

めて情報提供いただき、希望の事業所

には、事業所ごとの健康スコアリング

レポートの提供を実施。

• 具体的には、レセプトデータと健診

データを取込むシステムにより、当組

合全体と各事業所との健康度をわかり

やすく比較した独自のレポートを作成。

健康状態を見える化し、行動変容や生

活習慣改善の必要性の理解を促進。

• 担当部署だけでなく外勤の地区担当職

員とも連携し、事業所への声掛けを積

極的に実施。

取組①：健康スコアリングレポート

• 定期健康診断には年齢制限を設けず、40 歳になって健診を初め

て受診するのではなく、健診受診の習慣化のために若い頃から毎

年受診するよう働きかけを実施。

• 具体的には、30歳、35歳の被保険者を対象に個別通知による定

期健康診断の受診勧奨を実施するとともに、組合員（家族被保険者

も含む）に対し、定期健康診断費用を8000円を限度に助成。

• また、健診結果での重症域該当者に対し、個々の健診検査値を通

知し、治療の必要性・病態・合併症の説明を行うとともに、医療

機関の受診勧奨及び受診状況の確認と継続調査、分かりやすい健

診情報の提供を行う。

• あわせて、LINE公式アプリ「東食国保de健康エール」による保

健事業・健康情報発信の発信を実施。

取組②：定期健診の受診勧奨等

• 40歳以前の若いうちから健診の重要性を認識させ、習慣付けることにより、特定健診受診率向上への波及効果を

目指す。また、40歳未満の若年者の肥満者の割合（BMI25以上）が増加傾向にあるため、食生活、生活習慣の改善

を働きかけ特定保健指導の対象者を減らす。

取組の背景・目的
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東京食品販売国民健康保険組合における取組事例（スコアリングレポート・受診勧奨等）②

• 昭和29年に東京都知事の認可を受けて設立され、東京都内の事業所において食品の製造又は販売及び旅館・料

亭・民生食堂・麺類・食堂の事業に従事する者で、東京都（島しょを除く）・神奈川県・千葉県・埼玉県・茨城県・

栃木県・群馬県・山梨県及び静岡県内に住所を有する者。加入事業所は14,263箇所。

• 被保険者数：65,419人。うち、20-39歳は16,278人。組合員数：35,238人。（令和３年度国民健康保険実態調査（速

報））

保険者概要

取組の結果等

全体
（年齢計）

40歳
未満

29歳
以下

30～
34歳

35～
39歳

男性
2,167
（48.7）

999 541 627 4,446

女性
1,401
（58.6）

874 272 255 2,391

合計
3,568
（52.2）

1,873 813 882 6,837

定期健康診断受診状況
（令和3年度 受診者数、全体に占める割合）

発送件数 受診者 受診率

R元 905 42 4.6％

R２ 967 38 3.9％

R３ 811 51 6.3％

定期健康診断の受診勧奨結果
（30歳・35歳の被保険者を対象）

＜取組結果＞

• 「定期健康診断補助事業」については、制度利用者のうち半数以上が

40歳未満となっており、特に、30歳未満の利用者が多くなっている。

• 「個別通知による定期健康診断の受診勧奨」については、毎年800件

以上実施しているが、実際に受診した者は40～50人程度となってお

り、受診率は５～６％程度となっている。

＜今後の課題等＞

• 定期健康診断の受診率向上やコラボヘルスが課題であり、事業主（所）の理解と協力

が不可欠。

• また、40歳以上の事業主健診結果の提供については、全件取得を目標としているが、

現状は 5事業所・約100件にとどまっている。事業主健診のデータ提供に理解・協力が

得られていない事業所もあるため（約30事業所・600名）、40歳未満のデータとあわせて

提供いただけるよう取組を行う。
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東京食品販売国民健康保険組合における取組事例（スコアリングレポート・受診勧奨等）③

健康スコアリングレポート（例）
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【国民健康保険組合】
東京土建国民健康保険組合における取組事例（受診勧奨・糖尿病予備群介入）①

〇 健診結果を踏まえ、年齢にかかわらず、当国保組合で定めた基準該当者に医療機関への受診勧奨通知を送付（二

次受診勧奨）。また、当国保組合で定めた基準該当者に対し、契約健診機関と連携して保健指導を実施（糖尿病予備群

個別介入事業）。

• 組合員16～74歳・家族19～74歳を対象者とし、健診結果から当

組合で定めた受診勧奨値の人に二次受診勧奨通知を実施（※）。

• 受診勧奨基準は健診機関にも周知し、健診機関とも連携して実施

するとともに、受診を要する検査値の人に対しては特定保健指導

よりも優先して受診を促進。

※ 以下の基準で対応している。

⑴ 健診結果より、血圧、血糖、腎機能で早急に医療機関への受診が必

要である値（当国保組合が定める基準を満たしている）で、健診受診

後のレセプトがない者へ受診勧奨通知を発送（月次：毎月）。

⑵ 健診結果より、血圧、血糖が人間ドック学会の要医療の値で、健診

受診後のレセプトがない者へ受診勧奨通知を発送（年次：6・10月）。

※ ⑴より基準値が低いため対象者は重複しない。

⑶ 健診結果が2年連続で月次対象者（⑴）となりながらも、健診受診後

のレセプトがない者へ受診勧奨通知を発送（2年連続：4月）。

取組①：二次受診勧奨

• 組合員16～73歳・家族19～73歳を対

象者とし、健診結果より、当国保組合

が定める基準（※）に該当した（特定保

健指導に該当しない）者に対し、事業案内

通知を発送。

※契約健診機関の内分泌内科専門医からの助

言を参考に設定

• 申込者に対し、契約健診機関で保健指

導を実施。初回面談と最終面談の際に

採血があり、自分のHbA1cと空腹時血

糖の値を確認する。

• 支援期間・継続支援ポイント数は特定

保健指導の積極的支援に準ずる。

取組②：糖尿病予備群個別介入事業

• 疾病の重症化・長期化予防のため、ハイリスク者へ受診勧奨を行い、二次受診率の向上を目指す（二次受診勧奨）。

• 若年層への保健指導の機会を確保し糖尿病患者の減少を目指す（糖尿病予備群個別介入事業）。

取組の背景・目的
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東京土建国民健康保険組合における取組事例（受診勧奨・糖尿病予備群介入）②

• 昭和45年8月1日、東京都の認可を得て、東京土建一般労働組合を母体として設立。

• 建設産業に従事し、国保組合の母体である東京土建一般労働組合の組合員で、次のいずれかに該当する者が加入

できる。①東京都内に住所がある者、②茨城県、埼玉県、千葉県、神奈川県、山梨県、栃木県・群馬県・静岡県

の特定の地域に住所があり、かつ、東京都内の事業所に従事している者。加入事業所は14,402箇所。

• 被保険者数： 161,344人。うち、20-39歳は36,151人。組合員数： 83,678人。（2022年9月末時点）

保険者概要

（二次受診勧奨）

• 2020年度二次受診率

⑴ 早急に医療機関への受診が必要である値の者【月次】：12.0％（血圧10.5％、血糖14.3％、腎機能33.3％）

⑵ 人間ドック学会の要医療の値の者【年次】：5.6％（血圧6.0％、血糖4.5％）

⑶ ２年連続で月次対象者【2年連続】：12.7％（血圧10.9％、血糖13.3％）

• 今後は、ナッジを活用し、受診勧奨通知に同封する情報提供の内容や、封筒の形を変更（定形外→定形）するなど

して、マンネリ化を予防しながら取組を進めていく。

（糖尿病予備群個別介入事業）

• 2019年度健診分で事業案内通知を送付した対象者の申込率は6.9％（117人）、うち支援終了率は55.6％（65

人）であった。

• 翌年の健診結果を確認できた終了者57人のうち、HbA1cが前年度と比べて0.1％以上下がった割合は68.4％。

57人のうち50.9％が保健指導判定値（糖尿病予備群基準）の5.6％未満を達成していた。

• 年々、事業申込者が減少しており、支援内容や事業案内通知の見直しなどを検討していく。

取組の結果等
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【国民健康保険組合】
長崎県歯科医師国民健康保険組合における取組事例（生活習慣病対策・重症化予防）①

〇 提供された40歳未満の事業主健診データを踏まえ、当組合員の健康課題を把握。若い世代に血圧やＬＤＬコレス

テロールの有所見者が多いなど実態があり、若い世代も含めて保健事業を展開している。具体的には、特定保健指導

基準に該当する30代に対する生活習慣病対策や、組合独自基準に基づく者に対する重症化予防対策を実施。

• 事業主から40歳未満の方の

データも含めて情報提供いただ

き、特定保健指導基準に該当す

る35~39歳の医療機関未受診

者に対し、注意喚起の文書・

リーフレットを送付（毎月、対象

者を抽出して実施）。

• 基幹システムに取り込み、有所

見者状況、生活習慣質問票調査

結果などの資料を作成し、健康

課題を把握。

取組①：生活習慣病対策

• 事業主健診のデータの提供があった方で、39歳以下の当組合で設定した

受診勧奨値に該当し、医療機関未受診者に対し、医療機関受診勧奨を実施

（毎月、対象者を抽出して実施）。

• 重症化リスクのある方に対して、健診結果の異常値が示す状況、生活習慣

見直しポイントを内容とするリーフレットを通知。また、早期に医療機関

を受診し生活習慣の改善と治療を開始する重要性を内容とする通知文を送

付。通知後3ヶ月後にレセプトから受診状況を確認。

• 対象者が自分自身のこととして捉えられるように、文書に健診結果を記載

し、異常値は赤太文字で強調、リーフレットでどのようなリスクがあるの

か、また生活習慣を見直すポイントを確認できるように工夫している。

取組②：重症化予防対策

• 当組合の平均年齢が39.5歳（令和３年度）と若い特徴があること、若年層で生活習慣病が増加しているとの情報が

あるなかで、提供されたデータを活用して、当組合の健康課題を把握し、若年層に対する対策を行うことが将来

的な生活習慣病の予防や医療費の伸びの抑制に必要だと考えた。

• そのため、まずは若い世代にも自分自身の生活習慣の問題点を自覚し、改善に取り組むきっかけづくりとして令

和３年度より事業を行っている。

取組の背景・目的
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長崎県歯科医師国民健康保険組合における取組事例（生活習慣病対策・重症化予防）②

• 昭和32年９月に長崎県知事の認可を得て設立。長崎県内の歯科医師が加入している国民健康保険組合。

• 被保険者数： 3,897人。うち、20-39歳は1,384人。組合員数： 2,457人。（令和３年度国民健康保険実態調査（速

報））

• 当組合は、 10の郡市会で構成されており、県内全域に被保険者が分散している。地域によって健診実施機関・

特定保健指導実施機関等の実情が異なることから、健診においては各郡市で集団健診や個別健診など利用しやす

い方法を選択してもらっている。

保険者概要

（生活習慣病対策）

• 平成30年度から健診結果データの分析を行い、健康課題の抽出を行ってきた。令和3年度より事業を展開してお

り、令和４年度から健診結果の比較や対象者人数の変化について効果を検証していきたい。

• 一部の集団健診でのデータは、直接健診実施機関から電子データでもらっているため、基幹システムへの取り込

み作業の負担は少ないものの、提供されたデータの約半数は紙媒体のため、手入力の手間の解消も課題。

（重症化予防対策）

• 現状、重症化予防対象者に対して、3ヶ月後にレセプトで受診に繋がったかどうかの確認のみにとどまっており、

実際、受診に繋がるケースは少ない。今後、より多くの方に関心を持ってもらい、受診してもらうための新たな

取り組みが課題となっている。

取組の結果等
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長崎県歯科医師国民健康保険組合における取組事例（生活習慣病対策・重症化予防）③

生活習慣病予防リーフレット（例） 医療機関受診勧奨（例）
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長崎県歯科医師国民健康保険組合における取組事例（生活習慣病対策・重症化予防）④

重症化予防リーフレット（例）
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【共済組合】
仙台市職員共済組合における取組事例（保健指導・ヘルスケアポイント）①

〇 40歳未満の方の事業主健診データを踏まえ、組合独自事業として実施している35～39歳の組合員を対象とした保

健指導の指導対象判定データとして活用。

〇 また、組合で実施している「ヘルスケアポイント」事業において、健診の数値に基づいて付与される項目がある

ため、その判定データとしての活用や、「データヘルス計画」作成の際の経年の健康分布の作成にも活用。

• 40歳未満の事業主健診データも含めて情報提供いただき、こ

れをもとに対象者を選定し、保健指導を実施。

• 35歳～39歳の組合員を対象とし、特定保健指導の判定基準に

基づき対象者を選定。対象者に案内を送付し、実際に保健指

導を行う相談員が職場に直接連絡して初回面談の日時を調整。

• 例年、事業開始前に各職場あてに事業内容を説明する文書を

送付し、協力を依頼。職場内の会議室等を借用しての初回面

談の実施や、一部所属所での職務専念義務免除など、勤務時

間内に気軽に保健指導を受けることができるよう協力いただ

いている。

取組①：若年層への保健指導

• 健康に関するインセンティブとして全年

齢の組合員を対象に事業を実施。

• 本事業の実施に当たって、40歳未満の方

については、事業主から提供いただいた

健診データに基づき、健診関係の付与ポ

イントを決定。

• 具体的には、腹囲、BMI、血圧、血糖、

脂質などの項目で正常値内、質問項目で

非喫煙などの場合にポイントを付与。一

部は40歳未満は２倍のポイントを付与。

取組②：「ヘルスケアポイント」事業

• 当組合において、40代から生活習慣病の有病者数が大きく増加することから、若年世代のうちから健康に対す

る意識の向上を図り、生活習慣病のリスクを低減することを目的とするもの。

• 各事業主と当組合との間で、健康診断の記録の提供等に関する協定書を取り交わしており、これに基づいて健診

データの提供を受け、組合員の健康づくりに向けた取組に活用している。

取組の背景・目的
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仙台市職員共済組合における取組事例（保健指導・ヘルスケアポイント）②

• 昭和37年に都市職員共済組合として設立され、仙台市の常勤の職員及び要件を満たす非常勤職員が加入。

• 組合員数： 9,545人。うち、20-39歳は3,861人。（令和３年度末時点）

• 近年は、人間ドックの対象年齢の拡充や被扶養者の巡回健診の導入など、生活習慣病などのリスクの早期発見に

つながる事業の充実を図っている。

保険者概要

＜取組結果＞

（若年層への保健指導）

• 平成28年度より実施しているが、翌々年度以降、40歳以上の特定保健指導対象率は年々減少しており、一定の

効果はあるものと考えられる。

• 事業主側においても、従業員が勤務時間内に気軽に保健指導を受けることができるよう、協力いただいている。

（「ヘルスケアポイント」事業）

• 令和元年度に一部組合員を対象に実施し、令和２年度から全組合員を対象に事業を本格的にスタート。事業を本

格的に実施したばかりであり、効果については検証中であるが、令和2年度のデータで見ると、本事業利用者の

方が全体と比べて特定保健指導対象率が低いなどの傾向は見られる。

＜今後の課題等＞

• 今後の課題としては、令和4年10月の共済組合法適用拡大により、扱う健診データの件数が増大することや、年

度途中の加入・脱退者への対応があげられる。

取組の結果等
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仙台市職員共済組合における取組事例（保健指導・ヘルスケアポイント）③

「ヘルスケアポイント」事業
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【共済組合】
三重県市町村職員共済組合における取組事例（保健指導・コラボヘルス・健診率向上）①

〇 組合員の健康増進を図るため、共済組合と所属所との連携（コラボヘルス）に関する覚書を締結。

〇 医療費増高対策の独自事業として若年者保健指導を実施。30歳以上40歳未満の組合員のうち特定保健指導基準該

当者と、それ以外の30歳代は毎年着目する検査項目を踏まえて抽出した者に対して、保健指導（動機付け支援）を実施。

• 特定保健指導対象者の減少に向け、

30歳以上40歳未満組合員のうち、

①「30、33、36、39歳に達する

保健指導レベル該当者」及び②

「①以外で毎年着目するリスク

（血圧、血糖、脂質等）を変更して

抽出した者」を対象に保健指導

（動機付け支援）を実施。

• 就業時間内の保健師面談のため、

所属所担当者に会場確保や日程調

整等を依頼し、実施率向上を図る。

支援が滞る場合は、所属所担当者

を通じて対象者の状況を確認。

取組①：若年者保健指導

• 共済組合と所属所との連携に

よる健康増進対策として、40

歳未満の事業主健診結果も含

め、所属所人事担当者や健康

管理担当者等を対象に、医療

費や健診に係るデータ分析結

果を提示し、コラボヘルス推

進に関する講演を開催（人

事・健康管理担当者等研修）。

• 住民の健康づくり事業に係る

協定、健康事業所認定及び健

診データ提供など健康推進を

支援。

取組②：コラボヘルス

• 将来的にメタボリックシンドロームに該当する恐れのある者に対し、30歳代から自身の健康状態、生活習慣を

意識させ改善を促すことにより、数値を改善し特定健診対象年齢到達後の特定保健指導該当者を減少させる。

取組の背景・目的

• 健診率向上のため、35歳以上組合員

等を対象に人間ドック受診費用を一

部助成。申込書は当組合でまとめ医

療機関への送付を一括で行い、組合

員等の手続き簡略化・負担軽減を図

る。健診結果は医療機関から直接提

供を受け、収集漏れを防止。

• 健診結果の収集に向け、当組合の人

間ドック助成を利用し受診した健診

結果は、医療機関から直接提供を受

けている。助成事業を利用しない組

合員の健診結果は該当者一覧表を作

成し、所属所へ情報提供を依頼。

取組③：健診率向上対策等
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三重県市町村職員共済組合における取組事例（保健指導・コラボヘルス・健診率向上）②

• 昭和37年12月1日に施行された地方公務員等共済組合法に基づいて組織された法人で、三重県内の市町と市町に

関連する病院や消防署などに勤務する地方公務員とその被扶養者が加入。加入所属所は61箇所（令和4年10月末時点）。

• 加入者数：48,416人（組合員：28,543人、任継及び被扶養者：19,873）。うち、20-39歳は13,042人（組合員：10,400人、任継

及び被扶養者：2,642人）。（令和4年10月末時点）

保険者概要

取組の結果等

＜取組結果＞

（若年者保健指導）

• 令和５年度に「通知対象者の保健指導実施率30%」・「保健指

導実施者の健康リスク改善」を目標に取組を実施。

• 所属所が主体となり職場での面談を実施することにより、特定

保健指導実施率67.0％（組合員実施率）と比較し高い終了率。

• 保健指導実施者30%の健康リスクが現状維持又は改善（R1～R2

年度）

指導対象
項目

健診
対象者

指導
対象者

指導
完了者

終了率

R１
メタボ
+ 脂質異常

5,026 256 197 76.9％

R２ メタボ+血圧 5,083 185 103 55.7％

R３ メタボ+血糖 5,324 252 203 80.6％

＜若年者保健指導の直近の実施状況＞

（コラボヘルス）

• 令和５年度に「各所属所の衛生管理担当者を通じて組合員等が自発的に健康増進に取り組むようになる」を目標

に取組を実施。衛生管理担当者等向け研修会を年1回開催し、参加者の満足度70％となっている。

＜今後の課題等＞

• 若年者保健指導対象者が40歳に到達した後の特定保健指導該当率を確認し、生活習慣病対策が継続して行われて

いるかを経年での確認が必要。若年層に向けた健康意識を向上させる事業実施と参加意欲を高める取組が必要。

※R2はコロナ禍において途中終了者が多くみられた
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【共済組合】
大阪市職員共済組合における取組事例（40歳未満も含めた保健指導）①

〇 40歳未満の事業主健診データを取り込み、40歳未満も含めた特定保健指導の実施、全年齢への非肥満個別指

導の実施、糖尿病重症化予防事業の対象者抽出等に活用するなど、事業主との課題解決型のコラボヘルスを展開。

• 40歳未満の事業主健診データも含めて活用し、⑴特定保健指導の実施

や、⑵非肥満の生活習慣病リスク保有者に個別の保健指導を実施。

• 両指導とも、訪問型及びオンラインによる３か月間の保健指導すると

ともに、未利用者に再案内を２回実施。所属担当者宛の再案内対象者

名簿の備考欄に39歳以下の者を特記し、若年層の利用勧奨に繋げる。

⑴ 定期健康診断を受けた組合員のうち、特定保健指導区分が動機づけ

支援・積極的支援の者（39歳以下で特定保健指導区分該当者も対象）に特

定保健指導を実施（生活習慣病対策）。

⑵ 定期健康診断を受けた組合員（全年齢）のうち、非肥満（男性85cm未

満、女性90cm未満かつBMI＜25）であり、血圧・脂質・血糖において受

診勧奨判定値を超える項目が１つでも当てはまる未治療の者に対し

て、個別の保健指導を実施（非肥満の生活習慣病対策）。

• 40歳未満の事業主健診データも含

めて活用し、定期健康診断を受け

た組合員（全年齢）のうち、糖尿病

の合併症リスク保有者（HbA1c7.0

以上の者・治療中の者含む）に対して、

オンラインによる6か月間の個別の

保健指導を実施。

• Wi-fi搭載のipadを貸出して、自

宅で簡単に面接可能な環境を作る。

未利用者に対して所属宛に再案内

の架電を実施し、利用を勧奨する。

• 大阪市職員共済組合では、健康な生活習慣の重要性に対する理解と関心を深めること等を目的に、生活習慣の改善

が必要な組合員に対して「生活習慣改善講座」を実施していた。ただ、集団での支援では健康診断の結果に改善が

みられないため、平成27年度より若年層を含めた全年齢の組合員に対して個別支援の保健指導を実施。

• 若年層の保健指導対象者は少数だが、生活習慣病を早期に発症するリスクが高いため、介入が必要。

取組の背景・目的

取組①：特定保健指導・非肥満個別指導 取組②：糖尿病重症化予防事業
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大阪市職員共済組合における取組事例（40歳未満も含めた保健指導）②

• 大阪市職員共済組合は昭和37年12月1日に設立した法人であり、加入所属は9所属所。被保険者数：24,944人

（うち、在職者の40歳以上17,062人、39歳以下7,690人、任意継続192人）、被扶養者：24,779人。（令和3年度末）

• 保険者として、全年齢の組合員の健康の保持増進のため、特定健診のほか、がん検診、配偶者人間ドックを実施。

生活習慣病のリスクが高い者に独自基準で対象者を抽出し、特定保健指導や非肥満個別保健指導、糖尿病重症化

予防事業を実施。また、ポピュレーションアプローチとして、所属毎に申し込める出張型健康講座を実施。

保険者概要

＜取組結果 （令和3年度 特定保健指導・非肥満個別保健指導対象者情報）＞

• 特定保健指導対象者割合：40歳以上3,068名（18.0％）、39歳以下592名（7.7％）

※ 初回面談利用者割合：40歳以上1,020名（33.2％）、39歳以下164名（27.7％）

• 非肥満個別保健指導対象者割合：40歳以上2,758名（16.2％）、39歳以下619名（8.0％）

※ 初回面談利用者割合：40歳以上1,059名（38.4％）、39歳以下197名（31.8％）

＜今後の課題等＞

• 若年層の保健指導対象者は少数（10％未満）だが、生活習慣病を早期に発症するリスクが高いため、要治療レベル

となる前に介入が必要。また、初回面談利用率は40歳以上よりも低く、若いということから危機意識を持ってい

ない人が多いと考えられる。若年層の保健指導の必要性を効果的に伝えるなど勧奨の方法を工夫していく。

• 事業者から保険者に事業主健診情報を提供する仕組みが令和４年１月１日から施行（改正地方公務員等共済組合法）。

該当規定の伝達により、40歳未満のデータも含め、スムーズに事業主に対する提供依頼が可能となった。

• 健診結果や保健指導利用率からみた各所属の健康状況・課題をまとめ、全所属へ訪問又はオンラインで説明し、

直接担当者に保健指導の利用勧奨。若年層が多い職場では特に40歳未満の対象者への勧奨を推進する。

取組の結果等
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大阪市職員共済組合における取組事例（40歳未満も含めた保健指導）③

事業内容の概要
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大阪市職員共済組合における取組事例（40歳未満も含めた保健指導）④

特定保健指導パンフレット（抜粋）

非肥満個別指導パンフレット（抜粋）

糖尿病重症化予防事業パンフレット（抜粋）

糖尿病重症化予防事業 案内（見本）
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【共済組合】
福岡県市町村職員共済組合における取組事例（受診勧奨・職場協議会）①

〇 組合員の生活習慣病の重症化を防ぐために、健診結果をもとに40歳未満を含めた対象者に医療機関の受診勧奨を

実施。また、所属所へ「医療費増高対策職場協議会資料」として、40歳未満の方も含めた健診結果分析の情報提

供・直接出向いての説明を行うとともに、健康相談に対応できる体制を整備。

• 40歳未満を含めた総合健診データに基づいて、総合

健診において「要精密検査」と判定された検査項目

がある組合員を対象に受診勧奨を実施。

• 具体的には、該当者には、健診結果とともに「精密

検査の受診について（お願い）」を配付し、健診結

果受領後60日以内に「精密検査受診報告書」を所属

所共済事務担当者へ提出してもらう。所属所の担当

者は健診結果受領後90日を目処に、精密検査受診状

況報告書を共済組合に提出することとしている。

• 受診勧奨の文書と報告書を事前に準備して配布・提

出することで、担当者は声をかけやすくしている。

取組①：医療機関への受診勧奨

• 40歳未満を含めた総合健診データを踏まえて、医療

費削減及び組合員の健康の保持増進に向けた取組を行

うため、共済組合事務主管課長や担当者が参画する

「医療費増高対策職場協議会」を実施。

• 具体的には、特定保健指導実施率が低い所属所に対し

て、原則所属所を訪問した上で、資料に基づき福岡県

や所属所の健康課題を共有したうえで、保健事業に関

するヒアリングを通してその活用等について協議する。

• その際、40歳未満と40歳以上に分け健診有所見率や

問診回答率と県下の順位を表示することにより、具体

的な状況を理解できるようにしている。

取組②：医療費増高対策職場協議会

• 昭和63年から所属所と共同実施している事業主健診を兼ねた総合健診データ（全年齢対象）を活用。重点的にグ

レーゾーンである「要精密検査」と判定された組合員に対して重点的に受診勧奨を行う。

• 所属所の職員健康管理に活用していただくため、県全体と所属所毎のデータシートを提供し課題を共有して、保

健事業の活用等を協議する。

取組の背景・目的
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福岡県市町村職員共済組合における取組事例（受診勧奨・職場協議会）②

• 地方公務員等共済組合法に基づき昭和37年に設立され、福岡県内の市町村（福岡市、北九州市を除く）及び、一部

事務組合に勤務している組合員（公務員）。加入事業所は120箇所。

• 被保険者数： 46,285人。うち、20-39歳は12,989人。組合員数： 22,790人。被扶養者数：23,495人。（令和

2年度末時点）

• 総合健診事業や歯科健診事業を中心とした組合員の健康づくりを、組合員と所属所、共済組合の三位一体で取組

んできた。近年、被扶養者の特定健診受診促進やICTを活用した個人向けの健康づくりの取組を開始した。

保険者概要

＜取組結果等＞

（受診勧奨）

• 令和3年度の組合員全体の要精検率は24.6％（前年度：24.6％）、精検受診率は43.7％ （前年度：46.8％）。

• 精検受診率がなかなか向上しないことが課題としてあげられ、引き続き対策を講じていく。

（医療費増高対策職場協議会）

• コロナ禍であった令和３年度は職場訪問を中止した。令和４年度は組合員の特定保健指導、被扶養者の特定健診

の実施率向上とコラボヘルスをテーマに職場訪問を実施している。

• オンラインによる会議の実績がなくコロナ禍では実施できなかった。オンラインの医療費増高対策職場協議会が

実施できる運営体制を構築していく必要があり、引き続き取組を進めていく。

取組の結果等
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福岡県市町村職員共済組合における取組事例（受診勧奨・職場協議会）③

医療機関への受診勧奨（例）

50



福岡県市町村職員共済組合における取組事例（受診勧奨・職場協議会）④

医療費増高対策職場協議会資料（例）
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